
 

 

 

 

 

◆◆◆◆新規加算新規加算新規加算新規加算    

  ◎◎◎◎医療連携体制加算医療連携体制加算医療連携体制加算医療連携体制加算（（（（ⅢⅢⅢⅢ））））（（（（500500500500 単位単位単位単位////日）日）日）日）    

   

 

 

 

 

   

     

 

 

 

 

 

    

 

 

     

     

 

◎◎◎◎医療連携体制加算医療連携体制加算医療連携体制加算医療連携体制加算（（（（ⅣⅣⅣⅣ））））（（（（100100100100 単位単位単位単位////日）日）日）日）    

    

  

平成 24 ফ২ਾີ੝৒（就労系サービス） 

共 通 

医療機関等との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、当該看護職員が認定特定行為業務従事者認定特定行為業務従事者認定特定行為業務従事者認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を

行った場合に、当該看護職員１人に対し当該看護職員１人に対し当該看護職員１人に対し当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。 

別に事業所としての「喀痰吸引等事業者」

の登録及び従業者の「認定特定行為業務

従事者」の登録が必要 

 

□指導対象となる行為は喀痰吸引喀痰吸引喀痰吸引喀痰吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）及び経管栄養経管栄養経管栄養経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻） 

□加算は看護職員の人数に着目して算定するため、利用者が複数いる場合又は複数の看護職員が指導に当たった場合、算定単位

数が変動する。 

 

 

 

 

 【例】 

４月中に、たんの吸引等が必要な利用者が３人いる事業所に、４月１日は看護職員２人が、４月 20日は看護職員１人が介護職員等にたん

の吸引等に係る指導を行った場合  

・ （500 単位 × ２人） ÷ ３人 ＝ 333.3 単位 → 333 単位／日（４月１日分）  

・ （500 単位 × １人） ÷ ３人 ＝ 166.6 単位 → 166 単位／日（４月 20 日分）  

※ （500 単位 × ３人） ÷ ３人 ＝ 500 単位／月とするのではない。 

500単位×看護職員数 

当該月の事業所の利用者

のうち、たんの吸引等が

必要な利用者数 

1人当たりの単位数／日 

※1単位未満の端数切捨 

333 単位 ＋ 166 単位 ＝ 499 単位/月

喀痰吸引等が必要な者喀痰吸引等が必要な者喀痰吸引等が必要な者喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者認定特定行為業務従事者認定特定行為業務従事者認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

（ただし、医療連携体制加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の算定対象となる利用者については算定できない） 



    ◎送迎加算◎送迎加算◎送迎加算◎送迎加算（片道（片道（片道（片道 27272727 単位）単位）単位）単位）    ※※※※「「「「送迎加算に関する届出書送迎加算に関する届出書送迎加算に関する届出書送迎加算に関する届出書」」」」の提出が必要の提出が必要の提出が必要の提出が必要    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ◎◎◎◎障害福祉サービスの体験利用支援加算（障害福祉サービスの体験利用支援加算（障害福祉サービスの体験利用支援加算（障害福祉サービスの体験利用支援加算（300300300300 単位）単位）単位）単位）    ※障害者支援施設の入所者に限る※障害者支援施設の入所者に限る※障害者支援施設の入所者に限る※障害者支援施設の入所者に限る    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

    

    

    

◎福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算◎福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算◎福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算◎福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算（別紙参照）（別紙参照）（別紙参照）（別紙参照）    

居宅と事業所の間の送迎居宅と事業所の間の送迎居宅と事業所の間の送迎居宅と事業所の間の送迎を行った場合について、片道につき所定の単位数を加算する。 

 

□当該月において１日の送迎人数の平均が１０人以上１日の送迎人数の平均が１０人以上１日の送迎人数の平均が１０人以上１日の送迎人数の平均が１０人以上（ただし、定員２０人未満の事業所にあっては、定員の１００分の５０以

上）で、かつ、週３日以上週３日以上週３日以上週３日以上実施していること 

□送迎を外部委託により実施した場合も加算の対象 

□居宅以外の場所と事業所との間の送迎は対象外 

□利用者へ直接公共交通機関の利用に係る費用を給付する場合等は対象外 

利用者が、地域生活への移行に向けて指定地域移行支援事業者が行う障害福祉サービスの体験的な利用支援を利用する場合であ

って、当該事業所の従業員が所定の支援を行った場合に本体報酬に代えて算定する。 

 

□ 対象となる支援の内容 

・体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における訓練等の支援 

・障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定地域移行支援事業者との連絡調整その他の相談援助 

 

 

 

 

□体験的な利用支援の利用日については、当該加算以外に本体報酬及び加算は算定できない。 

□原則として体験利用日に算定することとなるが、体験利用日以前に連絡調整等の援助を行っている場合は、当日の支援がなく

ても体験利用日の初日に限り算定することが可能 

片道・往復利用問わず実人数で判断 

ア 体験的な利用支援を行うに当たっての指定地域移行支援事業者との留意点等の情報共有その他必要な連絡調整 

イ 体験的な利用支援を行った際の状況に係る指定地域移行支援事業者との情報共有や当該状況を踏まえた今後の支援方針の協議等 

ウ 利用者に対する体験的な利用支援を行うに当たっての相談援助 



 

 

◆新規加算◆新規加算◆新規加算◆新規加算    

 ◎◎◎◎移行準備支援体制加算（Ⅰ移行準備支援体制加算（Ⅰ移行準備支援体制加算（Ⅰ移行準備支援体制加算（Ⅰ）（）（）（）（41414141 単位単位単位単位////日日日日））））    ※※※※「「「「移行準備支援体制加算（Ⅰ）に係る届出書移行準備支援体制加算（Ⅰ）に係る届出書移行準備支援体制加算（Ⅰ）に係る届出書移行準備支援体制加算（Ⅰ）に係る届出書」」」」の提出が必要の提出が必要の提出が必要の提出が必要    

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度に施設外支援を実施した利用者の数が利用定員の前年度に施設外支援を実施した利用者の数が利用定員の前年度に施設外支援を実施した利用者の数が利用定員の前年度に施設外支援を実施した利用者の数が利用定員の１００１００１００１００分の分の分の分の５０５０５０５０を超えるを超えるを超えるを超える事業所事業所事業所事業所が、利用者に対し、職場実習等又は求職職場実習等又は求職職場実習等又は求職職場実習等又は求職

活動等活動等活動等活動等のいずれかを実施した場合に、施設外支援利用者の人数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

 

□ 対象となる施設外支援 

 

 

 

 

 

 

□ 職員が同行又は職員のみの活動により支援を行っていること 

□ 算定対象となる利用者が、利用定員の１００分の５０以下であること 

□ 移行準備支援体制加算（Ⅱ）が算定されている間は算定不可 

 

 

□ 施設外支援の基本的要件（詳細は「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について」参照） 

  

就労୎ষ支援 

求職活動等 

(ア) ハローワークでの求職活動 

(イ) 地域障害者職業センターによる職業評価等 

(ウ) 障害者就業・生活支援センターへの登録等 

(エ) その他必要な支援 

職場実習等 

(ア) 企業及び官公庁等における職場実習 

(イ) アに係る事前面接、期間中の状況確認 

(ウ) 実習先開拓のための職場訪問、職場見学 

(エ) その他必要な支援 

同一の企業等における１回の

施設外支援が１月を超えない

期間であること 

H24.3 までの「施設外就労加算」の名称が変更（※算定要件の変更はない） 

又は 

・原則として年間１８０日年間１８０日年間１８０日年間１８０日を限度に本体報酬の算定が可能（職場適応訓練、ステップアップ雇用、在宅就労については特例あり） 

・施設外支援が、当該施設の運営規程に位置付けられていること。 

・施設外支援の具体的な内容が個別支援計画に定められており、その支援により、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行が認

められること。 

・施設外支援中の対象者の状況について、対象者や活動先の事業所等から活動の状況を聴取することにより日報を作成すること。 

・緊急時の対応ができること 



 ◆◆◆◆新規新規新規新規減算減算減算減算（（（（平成２４年１０月より適用平成２４年１０月より適用平成２４年１０月より適用平成２４年１０月より適用））））    

  ◎一般就労への移行実績のない事業所に対する減算◎一般就労への移行実績のない事業所に対する減算◎一般就労への移行実績のない事業所に対する減算◎一般就労への移行実績のない事業所に対する減算    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆既存加算既存加算既存加算既存加算    

        ◎就労移行支援体制加算の単位数の見直し◎就労移行支援体制加算の単位数の見直し◎就労移行支援体制加算の単位数の見直し◎就労移行支援体制加算の単位数の見直し    ※※※※「「「「就労移行支援体制加算届出書就労移行支援体制加算届出書就労移行支援体制加算届出書就労移行支援体制加算届出書」」」」の提出が必要の提出が必要の提出が必要の提出が必要    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労定着実績就労定着実績就労定着実績就労定着実績    現行現行現行現行    HHHH２４２４２４２４．４以降．４以降．４以降．４以降    

５％以上１５％未満 ２１単位／日 ４１単位／日 

１５％以上２５％未満 ４８単位／日 ６８単位／日 

２５％以上３５％未満 ８２単位／日 １０２単位／日 

３５％以上４５％未満 １２６単位／日 １４６単位／日 

４５％以上 １８９単位／日 ２０９単位／日 

直近の過去３年度又は４年度において就労定着者の実績のない事業所就労定着者の実績のない事業所就労定着者の実績のない事業所就労定着者の実績のない事業所に対し、所定の単位数を減算 

 

□ 就労定着者 

就労移行支援を受けた後、就労した企業等に連続して６か月以上雇用されている者 

□ 減算単位 

・過去３年間の就労定着者数が０の場合：所定単位数の８５％を算定（１５％減算）所定単位数の８５％を算定（１５％減算）所定単位数の８５％を算定（１５％減算）所定単位数の８５％を算定（１５％減算） 

・過去４年間の就労定着者数が０の場合：所定単位数の７０％を算定（３０％減算）所定単位数の７０％を算定（３０％減算）所定単位数の７０％を算定（３０％減算）所定単位数の７０％を算定（３０％減算） 

  ※年度途中に指定を受けた場合は、初年度は含まない。 



 

 

◆新規減算（平成２４年１０月より適用）◆新規減算（平成２４年１０月より適用）◆新規減算（平成２４年１０月より適用）◆新規減算（平成２４年１０月より適用）    

◎短時間利用者の占める割合が多い事業所に対する減算◎短時間利用者の占める割合が多い事業所に対する減算◎短時間利用者の占める割合が多い事業所に対する減算◎短時間利用者の占める割合が多い事業所に対する減算    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆既存◆既存◆既存◆既存加算加算加算加算    

 ◎◎◎◎重度重度重度重度者者者者支援体制加算支援体制加算支援体制加算支援体制加算の算定要件の算定要件の算定要件の算定要件・単位数・単位数・単位数・単位数の見直しの見直しの見直しの見直し    ※※※※「「「「重度障害者支援体制加算に係る届出書重度障害者支援体制加算に係る届出書重度障害者支援体制加算に係る届出書重度障害者支援体制加算に係る届出書」」」」の提出が必要の提出が必要の提出が必要の提出が必要    

    

  

 

  

 

 

 

 

就労継続支援 A 型 

□ 前年度に受け入れた障害基礎年金１級受給者障害基礎年金１級受給者障害基礎年金１級受給者障害基礎年金１級受給者の数が、利用者数に対し、一定以上の割合の場合に定員規模に応じて算定 

・重度者支援体制加算Ⅰ（45～56 単位/日）：障害基礎年金１級受給者が利用者の５０％以上利用者の５０％以上利用者の５０％以上利用者の５０％以上 【名称変更】 

  ※H24.3 までの「重度者支援体制加算」。算定要件・単位数の変更はなし 

・重度者支援体制加算Ⅱ（22～28 単位/日）：障害基礎年金１級受給者が利用者の２５％以上５０％未満２５％以上５０％未満２５％以上５０％未満２５％以上５０％未満  【新設】 

 

・重度者支援体制加算Ⅲ（11～14 単位/日）障害基礎年金１級受給者が利用者の５％以上２５％未満５％以上２５％未満５％以上２５％未満５％以上２５％未満  【新設】 

  ※旧法指定施設からの移行施設のみ対象（Ｈ２７．３．３１までの経過措置） 

雇用契約を結んでいる利用者のうち短時間利用者の占める割合が一定数以上の場合に所定の単位数を減算 

 

□ 短時間利用者：週２０時間未満の利用者 

□ 現員数：１週間のうち１日でも利用のあった者の合計数 

□ 減算単位 

・短時間利用者が現員数の５０％以上８０％未満の場合：所定単位数の９０％を算定（１０％減算） 

・短時間利用者が現員数の８０％以上の場合○○○○○：所定単位数の７５％を算定（２５％減算） 

□ 計算方法 

直近の過去３か月間直近の過去３か月間直近の過去３か月間直近の過去３か月間において、１週間ごとの割合１週間ごとの割合１週間ごとの割合１週間ごとの割合を求め、当該期間の週平均の割合当該期間の週平均の割合当該期間の週平均の割合当該期間の週平均の割合をもって算定する。ただし、算定対象とな

る３月間の最初の週と最終の週が、算定対象外の月をまたぐ場合は、当該週を除いて計算する 

 



 

 

◆既存◆既存◆既存◆既存加算加算加算加算    

 ◎◎◎◎重度者支援体制加算の算定要件・単位数の見直し重度者支援体制加算の算定要件・単位数の見直し重度者支援体制加算の算定要件・単位数の見直し重度者支援体制加算の算定要件・単位数の見直し    ※※※※「「「「重度障害者支援体制加算に係る届出書重度障害者支援体制加算に係る届出書重度障害者支援体制加算に係る届出書重度障害者支援体制加算に係る届出書」」」」の提出が必要の提出が必要の提出が必要の提出が必要    

    

  

 

  

 

 

 

 

 

 

◎◎◎◎目標工賃達成加算の算定要件・単位数の見直し目標工賃達成加算の算定要件・単位数の見直し目標工賃達成加算の算定要件・単位数の見直し目標工賃達成加算の算定要件・単位数の見直し    ※※※※「「「「目標工賃・工賃実績報告目標工賃・工賃実績報告目標工賃・工賃実績報告目標工賃・工賃実績報告」」」」の提出が必要の提出が必要の提出が必要の提出が必要    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労継続支援Ｂ型 

□ 前年度に受け入れた障害基礎年金１級受給者障害基礎年金１級受給者障害基礎年金１級受給者障害基礎年金１級受給者の数が、利用者数に対し、一定以上の割合の場合に定員規模に応じて算定 

・重度者支援体制加算Ⅰ（45～56 単位/日）：障害基礎年金１級受給者が利用者の５０％以上利用者の５０％以上利用者の５０％以上利用者の５０％以上 【名称変更】 

  ※H24.3 までの「重度者支援体制加算」。算定要件・単位数の変更はなし 

・重度者支援体制加算Ⅱ（22～28 単位/日）：障害基礎年金１級受給者が利用者の２５％以上５０％未満２５％以上５０％未満２５％以上５０％未満２５％以上５０％未満  【新設】 

 

・重度者支援体制加算Ⅲ（11～14 単位/日）障害基礎年金１級受給者が利用者の５％以上２５％未満５％以上２５％未満５％以上２５％未満５％以上２５％未満  【新設】 

  ※旧法指定施設からの移行施設のみ対象（Ｈ２７．３．３１までの経過措置） 

□ 目標工賃達成加算Ⅰ（２６単位/日→４９単位/日） 

□ 目標工賃達成加算Ⅱ（１０単位/日→２２単位/日） 

□ 算定要件の変更点 

都道府県の作成する「工賃向上計画」に基づき、事業所においても「工賃向上計画」を作成し、目標工賃達成に向けた業務、

作業内容等の見直しなど工賃向上計画に基づく取組の実施が新たに必要になる。 

    

※平成※平成※平成※平成 24242424 年以降「目標工賃達成加算」の算定の有無にかかわらず、「工賃向上計画」の作成自体は必須化（予定）年以降「目標工賃達成加算」の算定の有無にかかわらず、「工賃向上計画」の作成自体は必須化（予定）年以降「目標工賃達成加算」の算定の有無にかかわらず、「工賃向上計画」の作成自体は必須化（予定）年以降「目標工賃達成加算」の算定の有無にかかわらず、「工賃向上計画」の作成自体は必須化（予定）    



 

 

 

 

（答）  

当該減算規定は、就労移行支援事業本来の目的である一般就労への移行を促進するための規定である。よって、年度途中に指定された事

業所については、当該年度は算定対象としないこととする。 

例： 平成24年５月に事業指定を受けた場合 

平成24年度は算定対象とせず、平成25年度から平成27年度までの３年間において就労定着者数が０である場合、平成28年度から

減算の適用を受けることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

（答）  

○ 「工賃向上計画」を推進するための基本的な指針では、事業所は平成24年５月末までに工賃向上計画を作成することとなっている。 

また、報酬告示においては、目標工賃達成加算及び目標工賃達成指導員配置加算の算定要件として、工賃向上計画の作成が規定されて

いる。これらの趣旨を踏まえ、平成24年５月末までに当該計画が作成され提出のあった事業所に関しては、さかのぼって４月から算定

しても差し支えない。 

○ ただし、６月以降に当該計画が作成され提出のあった事業所に関しては、提出のあった月からの加算算定となる。 

○ なお、この間の原材料費及び光熱水費の高騰により平均工賃が前年度実績を下回った場合にあっては、原材料費及び光熱水費の高騰分

に相当する金額を工賃として支払ったものとして算出して差し支えない 

Q&A（H24.3.30 国資料抜粋） 

（就労定着者数が０である場合の所定単位数の算定（就労定着者数が０である場合の所定単位数の算定（就労定着者数が０である場合の所定単位数の算定（就労定着者数が０である場合の所定単位数の算定【就労移行支援】【就労移行支援】【就労移行支援】【就労移行支援】））））    

 年度途中に就労移行支援事業の指定を受けた場合、当該年度は減算の対象年度に含まれるのか。 

（目標工賃達成加算及び目標工賃達成指導員配置加算（目標工賃達成加算及び目標工賃達成指導員配置加算（目標工賃達成加算及び目標工賃達成指導員配置加算（目標工賃達成加算及び目標工賃達成指導員配置加算【就労継続支援Ｂ型】【就労継続支援Ｂ型】【就労継続支援Ｂ型】【就労継続支援Ｂ型】））））    

目標工賃達成加算及び目標工賃達成指導員配置加算については、工賃向上計画の作成が要件となっている。事業所における工賃向

上計画作成期限は平成 24 年５月末となっているが、この場合５月末までに作成していれば、さかのぼって平成 24 年４月分から加

算が算定できると考えてよいか。 


